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1 事業の成果
個人正会員 72名、団体正会員 22団体、賛助会員団体 51団体、寄付金総額 658,493円 となり、第

13回助成事業で 7団体計 215万円、第 14回助成事業で 8団体計 275万円、2023年度合計でのべ 15

団体 490万円の助成を行いました。

なお、今年度は 2023年 12月 20日 に内閣総理大臣より、消費者団体訴訟等支援法人の認定を受け、

消費者庁より支援業務の受託を開始しました。これまで受託していた「孤独・孤立に起因する消費者被

害の防止等のための啓発事業運営業務」に加え、新たに 2024年 2月 6日 よりCOCOLIS(消 費者団体訴

訟制度)ポータルサイトの運営受託を行いました。また、自主事業として、(特定)適格消費者団体等ヘ

の助成事業を継続。新たな取組としては、事業者にも参加を呼びかけ「消費者志向経営セミナー」を開

催するなど活動を広げました。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【15,348】 千円)

矢E凛火に言己軍配
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

(1)消費者裁判手
続特例法 (以下、特
例法という)にお
いて「支援業務」と
して定められた次
の業務

①特定適格消費者
団体の委託を受け
て行う、被害回復
関係業務に付随す
る事務

本事務に係る IT
を活用したシス
テムの検討を行
い、必要費用の試
算を行った。

2023  年

12月以降

千代田区

プラザエ

フ

事務局

2名

システム

が稼働す

れば、特

定多数の

消費者の

負担軽減

となる。

0

②特定適格消費者
団体と相手方の合
意による相手方通
知等の相手方が行
うべき事務

象理塁徳慇?義
ない

0

③被害回復関係業
務に関する特定適
格消費者団体に対
する助言、情報の
公表その他の業務

・ 消費者庁が橘
築するボータル
サイトにおいて、
特定適格消費者
団体の活動に係
る情報の公表を
実施した。

20244F:4

月 ^‐ 2024

年 8月

千代田区

プラザエ

フ

理事 7

名、事

務局 2

名

不 特 定 多

数 の 消 費

者

ロ
月

12000
人

246

・通格消費者団
体連絡協議会企
画委員会の事務
局業務を通じ、特
定)適格消費者団
体間の交流を促
進した。

2024生F4

月～ 2024

年 8月

オンライ

ン

事務局

0″
4´ロ

適 格 消 費

者団体
26団体 42



④特例法第 95条
第 1項、第 2項に
よる公表及び特例
法実施のために必
要な情報の収集
等、内閣総理大臣
の委託を受けて行
う業務

消費者庁が構築
するポータルサ
イトにおいて、差
止請求の結果等
についての公表
業務を実施した。

2024生F12

月～ 2024

年 8月

千代田区

プラザエ

フ

理事 7

名、事

務局 3

名

不特 定 多

数 の消 費

者

月
12000
人

983

(2)各種消費者契
約被害の拡大防止
のために、不当な
約款・不当な勧誘
行為等の差止請求
権を行使する団体
への助成。

・適格消費者
体からの申請
ついて理事会
て検討を行い、
成を実施した。

団
に
に
助

1 月、 8

月の 2回

の助成実

施

千代田区

プラザエ

フ

理事 7

名、事

務局 3

名

適 格 消 費

者団体

のべ 13
団体

3,972

(3)各種消費者契
約被害の回復 ‐防
止のために、消費
者裁判手続特例法
を行使する団体ヘ
の助成

・特定適格消費
者団体からの申
請について理事
会にて検討を行
い、助成を実施し
た。

1 月、 8

月の 2回

の助成実

施

千代田区

プラザエ

フ

理事 7

名、事

務局 3

名

特 定 適 格

消 費者 団

体

2団体 1,218

(4)各種消費者被
害の相談業務、注
意喚起業務若しく
は消費者契約被害
に係る事業者への
是正要請を行って
いる非営利法人へ
の助成

。今季募集をし

たが、申請な

し。

1 月、 8

月の 2回

の助成実

施

千代田区

プラザエ

フ

理事 7

名、事

務局 3

名

消 費者 被

害 の 問題

に取 り組

む 非 営 利

法人

0

(5)消費者被害や
消費者政策に関す
る情報提供や消費
者教育、啓発事業

助成対象団体の
活動実績を紹介
するシンポジウ
ムを実施した。

11月

千代田区

プラザエ

フ

理事 7

名、事

務局 3

名

全 国 の 消

費者
92名

※

0

1

SNS_で、下記情報
を拡散した。
・ 消費者行政の

稽轟喚起等公表
・消費者契約問
題に係わる報道

月に 3～ 4

回投稿

千代田区

プラザエ

フ

事務局

1名

全 国 の 消

費者

不特定
多数 ※

0
2

孤独・孤立と消費
者被害に係る相
談を実施、その分
析をし、シンポジ
ウムを開催した。

彗菫)者
庁受託

11 ～ 12

月相談、1

月分析、3

月シンポ

千代田区

プラザエ

フ

理事 2

名、事

務局3

名

全 国 の消

費者
152名 8, 222

運鱈傷墓基塁薔
委員会事務局業
務を通じ、適格消
費者団体及び適
格認定を目指す
団体の交流を促
進した。

①23年 9

月

②24年 3

月

国民生活

センター

(相 模

原)と オ

ンライン

のハイブ

リッド形

式

理事 2

名、事

務局 2

名

適 格 消 費

者団体等
30団体 7



営
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共
を
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電

一
の
指
た

者
ナ
者
日
し

費
ミ
費
を
催

消
セ
消
創
開

24年 7月

千代田区

プラザエ

フ

理事 4

名、事

務局4

名

首 都 圏 の

消 費 者 お

よ び 事 業

者

47 658

法
す
事

の
成
な
に雄嬉

の
的
に

そ
目
め

０
の
た

＜
人
る
業

な し

※1 当該シンポジウムは総会と同日に連続して開催しているため、会場費等について、総会関連費と一

括して管理費に計上

※2ウェプサイトに係る経費は、ネット関連費として管理費に計上

(2)その他の事業

なし



活 動 計 算 書

認印 法人消費者″イル基金

[税込](単位 :円 )
自 2023年 9月 1日 至 20`И年 8月 31日

【経常収益】

I受取会費】

正会員受取会費

賛助会員受取会費

【受取寄付金】
受取寄付金

【事業収益】

受託事業収益

【その他収益】

受取 利思
雑 収 益

経常収益 計
【経常費用】

I事業費】

(人件費)

給料 手当(事業)
法定福利費(事業)

通 勤 費(事業)
人件費計

〈その他経費)

諸 謝 金
印刷製本費(事業)

会 議 費 (事業)
旅費交通費(事業)

ネット関連費 (事業)

通信運搬費 (事業)

広告宣伝費 (事業)

消耗品 費(事業)
事務費 (事業)

通信非課税費(事業)

減価償却費(事業)

捜待交際費 (事業)

租税 公課 (事業)
リース料 (事業)

支払手数料(事業)

支払助成金

その他経費計

事業費 .計

【管理費】

(人件費)

給1‖ 手当
法定福利費

通 勤 費
福利厚生費

人件費計

(その他経費)

1,090,000

■_塁LO∞

1,197

68,_211

2,650,000

658,493

18,700,357

22,078,258

1,508,389

104,615

114 986

__二 重笙」 L

603,158

0

89,534

7_000

15,348,326

●

‘

699,692

____」 LttL

5,360,311

98,120

356,504

42,898

1,373,713

52002

952,998

13,250

137,861

4,500

134.200

55,000

30,000

78,650

29,829

_____」L■コg=QQL

____■ 1た■12=旦]=



活 動 計 算 書

認定ⅣO法人消費者パイル基金 自 2023年 9月 1日

[税込](単位 :円 )
至 2024年 8月 31日

印 帰1 費 132,000

253,000

15,330

90,451

1,000

111,527

191,396

5,500

76,416

221,540

77,000

19,476

200,200

19,450

10,000

78,650

3,600

45,056

5,400

業務委託費

会 議 費

旅費交通費

研 修 費

事務費

通信運搬費

通信非課費

消耗品 費
ネ外関連費

広告宣伝費

接待交際費

減価償却費

保 険 料
諸 会 費
リース 料
租税 公課
支払手数料

雑   費
その他経費計

管理費 計
経常費用 計
当期経常増減額

【経常外収益】

他会計振替額

経常外収益 計
【経常外費用】

他会計振替額

経常外費用 計
税引前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当期正味財産増減額

前期操越正味財産額

次期繰越正味財産額

上55ユ■2
互匹主聾生

1■ 605.010

3,648,224

4,473,248

3,648,224

3.648,224

3 648 224

4,473,248

748,■ 00

3,724,948

12Ш5L235_

_≦堕型型塾

●

Ｕ



貸 借 対 照 表
日帥 法人消費者スマイル基金

全事業所

[税込](単位 :円 )
2024年 8月 31日 現在

《資産の部》
師 働資産】

(現金・預金)

現 .金
当座 預金
普通 預金
現金・預金 計

(売上債棒)

未 収 金
売上債権 計

(棚卸資産)

貯 蔵 品
棚卸資産 計
(その他流動資産〕

前払 費用
仮 払 金

その他流動資産 計
流動資産合針

【固定資産】

(無形固定資産)

ソフトウェア

無形固定資産 計
固定資産合計

資産合計

46,332

2,323,303

10,428,872

12,798,507

上墨L21望

3,726,287

29,066

32.591

亀二壁

《負債の部》

16,587,450

143.000

__二 』蟄塑 L

16. 730.450

1,000,267

1■ 730.183

__塑二塾菫墾

143,OCK)|

143.000

１

金

金

金

債負

払

受

り

動流

未

前

預

未払法人税等

流動負債合計

負債合計

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

《正味財産の部》
12,005,235

_3_2」24に9」lL

“
●

____… 上堅L
l,0(メ0

62,038

160,000

29,929

________11旦 Llg≧



28

2023年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人 消費者スマイル基金

重要な会計方針
計算書類の作成は、冊Ю法人会計基準 (m10年 7月 20日 、2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)に
よっています。
(1)固定資産の減価償却の方法
無形固定資産については、定額法で償却しています。
固定資産 2件 (パソコン購入費用等各134,2∞円)について、少額滅価償却資産の特例に従い、全額を償却し
ています。
(2)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税込経理方式によつています。

事業別損益の状況は別紙のとおりです。

使途等が制約された寄附金等の内訳

寄付金はすべて、定款第 5条第 2号乃奎第4号の助成に充てることとしております。
の か

4.特定資産について                                         __ _
特定資産は、2023年度期首で残高0円 となっています。今期も、上記 3の とおり寄附金の全額を助成に費消しまし

たので、特定資産の計上はございません。

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者、並びに役員が代表を務める法人との取引は、ありません。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必

要な事項
事業費と管理費の按分方法
202“巨月より雇用開始した1名の人件費は、業務実態に照らし、その金額を事業費に計上しています。

従前より雇用している者の綸料手当・通勤費は、業務実態に照らし事業費と管理費に1対 1で接分しています。
20"年 10月 よリコピー等の複合機を導入。そのリース料と事務費 (コ ピーカウント代を計上)について、業務実態
に照らし事業費と管理費に1対1で接分しています。
の ′ヽt はあ

，
¨
　

　

＾
●

備考当期減少額 期末残高期首残高 当期増加猥内容

658.493寄附金

4,241,607賛助会費及び収益事業か
ら補填

差上

"求
構行機団体助咸

(定摯

"1条
第2号)

3,750,000

1,150,000

0

載囀手艘0例法行使団体助成
(定摯第 5条第3')

消費を相餞●実鮨団体助戌
(定承

"5条
第4号)

4,900,0004,900,000合計

減価償却累計額
期末帳簿残
高取得価碩 償却額年度科 目

55.000 275,00055,0002021年度 3m,ooQ
121,000 209,(XЮ66,0002022年度

143,00066.000 187.000_2023年度

無形固定賣鷹ソフトウェア
※償却期間5年  定な法 (取
得・事業供用

"21年
ll月 )

268.400268.400 2B4002023年度パソコン購入費用2台分

Ａ

ｕ



財 産 目 録
認帥 法人消費者スマイル基金

全事業所

〔税込](単位 :円 )
2024年 3月 31日 現在

I流動資産】

(現金・預金)

現   金
当座 預金
ゆうちよ

普通 預金
三井住友銀行

三菱

『

J銀行2

現金・預金 計

(売上債権)

未 収 金

売上債権 計

(欄卸資産)

貯 蔵 品

棚卸資産 計
(その他流動責壼)

前払 費用
仮 払 金

その他流動資産 計
流動資産合計

【固定資産】

(無形固定資産)

ソフトウェア

無形固定資産 計
固定資菫合計

資産合計

《資産の部》

46,332

2,323,303

(2,323,303)

10,428,872

(9,036,025)

(1,392飩 7)

12,798,507

上■2■2望
3,726,287

____■ 」L
l,000

29,065

32591_

61 656

14■_Ш]_

16,587,460

143.000

__」 』堕塑 L

16,730,450

143 000

《負債の部》

I流動負債】

未 払 金
前 受 金
預 り 金

未払法人税等

流動負債合計

負債合計

正味財産

1. 000.267

15, 730.183

62038

160,000

29,929

_______■」旦Llg≧



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2023年度年間役員名簿 (蘭●彙年度において役員であったことがある全員の氏名及び佳所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における颯用の有無を記●した名簿 )

特定非営利活動法人 消費 ス マイル基金

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第 20条関係)
Z各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに〇

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1 匡コ・監事
アナン ヒサ 2023年

2024年

9月  1日

8月  31日

年 月

月

日

日年阿南 久

2 □ ・監事

イシトヤ ユタカ

石戸谷 豊

2023年

2024年

9月  1日

8月  31日

年

年

月

月

日

日

3 匡]・ 監事
イ マキ

伊見 真希
 

2023年

2023年

9月  1日

11月   14日

年  月  日

年  月  日

4 巨]・ 監事
ウチダ マサユ 2023年

2024年

11月 14日

31日8月

年  月  日

年  月  日内田 雅之

5 睡憂卜監事
コウノ ヤスコ 2023年

2024年

9月  1日

8月  31日

年 月

月

日

日年河野 康子

6 匡ヨ・監事
サカクラ タダ

坂倉 忠夫

2023年

2024年

9月  1日

8月  31日

年

年

月

月

日

日

7 匡ヨ・監事
タカ イワオ

高 巖

2023年

2024年

9月  1日

8月  31日

年 月

月

日

日年

8 匡コ・監事
フルヤ ユキコ 2023年

2024年

9月  1日

8月  31日

年

年

月

月

日

日古谷 由紀子

9 理事・匠∃
イノウエ ヨシユキ

井上 喜之

2023年

2024年

9月  1日

8月  31日

年

年

月

月

日

日

10 理事・[:ヨ
ホリカワ ナオモ ト

堀川 直資

9月  1日2023年

2024年 8月  31日

年  月  日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人 消費者スマイル

氏   名

1 阿南 久

2 石戸谷 豊

3 磯辺 浩一

4 板谷 伸彦

5 小澤 吉徳

6 河野 康子

7 小林 真一郎

8 高 巌

9 並木 静香

10 二村 睦子

11

12




